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平成22年度　生駒市予算案の要点

１ 予算額

Ｈ22年度 対前年度増減
一般会計予算額 320億5,200万円 （ 7億4,800万円 2.4% ）

子ども手当支給経費（旧支給基準による児童手当を除く）を含まず 305億9,300万円 （ △7億1,100万円 △2.3% ）

一般会計　＋　特別会計 523億2,900万円 （ 13億1,400万円 2.6% ）

全会計総額（一般会計＋特別会計＋企業会計） 563億1,700万円 （ 14億3,900万円 2.6% ）

２ 一般会計歳入

(1) 市税 162億8,200万円 （△10億　900万円 △5.8% ）

個人市民税 81億6,300万円 （ △9億1,100万円 △10.0% ）

法人市民税 5億2,100万円 （ △7,500万円 △12.5% ）

固定資産税 58億5,200万円 （ 2,100万円 0.4% ）

(2) 地方譲与税 2億7,700万円 （ △1,600万円 △5.6% ）

(3) 利子割交付金 8,700万円 （ △3,500万円 △28.9% ）

(4) 配当割交付金 6,600万円 （ △1,100万円 △14.4% ）

(5) 株式等譲渡所得割交付金 2,100万円 （ △1,000万円 △31.0% ）

(6) 地方消費税交付金 6億5,300万円 （ △9,000万円 △12.1% ）

(7) 自動車取得税交付金 1億円 （ △100万円 △0.8% ）

(8) 地方特例交付金 2億5,300万円 （ △300万円 △1.2% ）

(9) 地方交付税 31億1,100万円 （ 2億3,000万円 8.0% ）

(10) 使用料及び手数料 5億9,300万円 （ 1,100万円 1.8% ）

社会教育施設使用料減免廃止に伴う増 1,500万円 （ 1,500万円 皆増 ）

市立保育所保育料 1億4,700万円 （ △200万円 △1.5% ）

生駒山麓公園ふれあいセンター使用料 2,100万円 （ △300万円 △12.7% ）

(11) 国庫支出金 37億6,900万円 （ 13億9,800万円 58.9% ）

子ども手当負担金 17億  500万円 （ 17億  500万円 皆増 ）

生活保護費負担金 8億6,700万円 （ 1億3,300万円 18.1% ）

井出山体育施設整備事業補助金 0万円 （ △1億3,800万円 皆減 ）

被用者児童手当負担金 5,900万円 （ △2億7,000万円 △82.0% ）

非被用者児童手当負担金 　900万円 （ △4,200万円 △82.8% ）

(12) 県支出金 19億2,400万円 （ 5億5,800万円 40.9% ）

保育所施設整備費補助金 2億2,200万円 （ 2億2,200万円 皆増 ）

子ども手当負担金 2億1,600万円 （ 2億1,600万円 皆増 ）

介護基盤緊急整備等臨時特例補助金 5,300万円 （ 5,300万円 皆増 ）

国勢調査委託金 5,000万円 （ 5,000万円 皆増 ）
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非被用者児童手当負担金 900万円 （ △4,200万円 △82.8% ）

児童厚生施設等整備事業補助金 500万円 （ △4,700万円 △91.0% ）

被用者児童手当負担金 2,800万円 （ △1億3,400万円 △82.9% ）

(13) 財産収入 1億 300万円 （ △3,700万円 △26.4% ）

職員退職給与基金利子 500万円 （ △1,200万円 △71.8% ）

未利用地売払収入 2,900万円 （ △4,300万円 △59.6% ）

(14) 繰入金 10億9,700万円 （ 4億6,000万円 72.1% ）

土地開発基金繰入金 6億9,600万円 （ 6億9,600万円 皆増 ）

公共施設整備基金繰入金 2億5,000万円 （ 7,700万円 44.5% ）

職員退職給与基金繰入金 0万円 （ △1億6,500万円 皆減 ）

ふるさとふれあい基金繰入金 0万円 （ △2億円 皆減 ）

(15) 諸収入 8億7,600万円 （ △6億7,400万円 △43.5% ）

介護老人保健施設運営貸付金元利収入 8,000万円 （ 7,900万円 9928.0% ）

水道事業出資金納付金 4,000万円 （ 4,000万円 皆増 ）

水道局出資金返還金 0万円 （ △8億3,000万円 皆減 ）

(16) 市債 22億5,300万円 （ 3,500万円 1.6% ）

臨時財政対策債 19億7,900万円 （ 5億3,600万円 37.1% ）

公園遊具設置事業債 2,300万円 （ 2,300万円 皆増 ）

松ケ丘通り線街路整備事業債 1億1,600万円 （ △8,200万円 △41.3% ）

鹿畑駅前線街路整備事業債 440万円 （ △8,400万円 △95.0% ）

井出山体育施設整備事業債 0万円 （ △1億2,400万円 皆減 ）

清掃センター施設改造事業債 0万円 （ △1億2,800万円 皆減 ）

３ 一般会計歳出

(1) 議会費 3億4,600万円 （ △5,100万円 △12.7% ）

議会運営事務費 3,200万円 （ △1,100万円 △26.1% ）

議員人件費 2億4,500万円 （ △1,600万円 △6.2% ）

(2) 総務費 42億2,600万円 （ △2億5,500万円 △5.7% ）

庁舎等整備事業費 1億3,000万円 （ 1億3,000万円 皆増 ）

集会所新築等助成費 9,300万円 （ 8,000万円 612.8% ）

国勢調査経費 5,000万円 （ 5,000万円 皆増 ）

財政調整基金 5億3,500万円 （ 5億2,700万円 6,612.7% ）

退職手当 6億5,800万円 （ △4億5,700万円 △41.0% ）

公共施設整備基金特別会計繰出金 0万円 （ △4億8,000万円 皆減 ）

(3) 民生費 109億8,000万円 （ 21億5,800万円 24.5% ）

子ども手当支給経費 21億4,900万円 （ 21億4,900万円 皆増 ）

私立保育所施設整備助成費 2億5,300万円 （ 2億5,300万円 皆増 ）

障がい者支援事業費 11億  200万円 （ 1億8,500万円 20.2% ）
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生活保護扶助費 11億5,700万円 （ 1億7,700万円 18.1% ）

学童保育施設整備費 1,300万円 （ △1億1,700万円 △89.8% ）

児童手当支給経費 1億4,500万円 （ △6億7,900万円 △82.4% ）

(4) 衛生費 33億9,000万円 （ △1億2,200万円 △3.5% ）

予防接種事業費 2億6,900万円 （ 1億1,000万円 69.1% ）

清掃センター施設整備事業費 0万円 （ △2億1,200万円 皆減 ）

(5) 産業経済費 3億2,600万円 （ △3,500万円 △9.7% ）

中小企業債務保証料補給金 700万円 （ △2,900万円 △80.4% ）

(6) 土木費 32億5,300万円 （ △3億6,900万円 △10.2% ）

北田原南北線改良事業費 1億7,500万円 （ 1億1,500万円 191.7% ）

道路橋梁維持補修費 4,000万円 （ △6,000万円 △60.1% ）

谷田大路線街路整備事業費 1,700万円 （ △7,400万円 △81.3% ）

松ケ丘通り線街路整備事業費 1億3,000万円 （ △9,000万円 △40.9% ）

鹿畑駅前線街路整備事業費 800万円 （ △1億6,400万円 △95.1% ）

(7) 消防費 13億5,700万円 （ △5,900万円 △4.2% ）

防火水槽設置工事 0万円 （ △1,000万円 皆減 ）

高規格救急車 0万円 （ △2,800万円 皆減 ）

(8) 教育費 40億7,500万円 （ △7億3,700万円 △15.3% ）

幼稚園施設整備事業費 6,400万円 （ 5,000万円 343.1% ）

中学校施設整備事業費 0万円 （ △3,000万円 皆減 ）

井出山体育施設整備事業費 0万円 （ △5億7,900万円 皆減 ）

(9) 公債費 40億4,100万円 （ 2億1,700万円 5.7% ）

市債償還元金 35億4,300万円 （ 2億2,500万円 6.8% ）

市債償還利子 4億9,800万円 （ △ 700万円 △1.5% ）
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〈平成22年度予算　主要施策〉

１ 「いつでも安全、いつまでも安心して暮らせるまち」への取組
（医療体制の充実）

○ 病院開設準備 1,181 千円

○ 日本脳炎予防接種 92,640 千円

○ ヒブワクチン接種補助 5,310 千円

○ 女性特有のがん検診 18,736 千円

【新】国民健康保険の医療費の適正化検討 3,131 千円

（福祉の充実）

○ 地域密着型サービス事業の整備促進 63,300 千円

（安全・安心なまちづくり）

○ 地域防災訓練 2,000 千円

【新】建築基準法に基づく定期点検 4,599 千円

【新】指令台の位置情報通知システム（統合型）への移行（改修） 6,017 千円

【新】消費者行政活性化事業 3,391 千円

２ 「子育てがしやすく、だれもが成長できるまち」への取組
（子育て支援）

【新】子ども手当の支給 2,148,656 千円

○ 出産育児一時金の増額 56,700 千円

○ 私立保育所施設整備助成

○ いこま保育園大規模改修工事補助 5,925 千円

○ あすかの保育園大規模改修工事補助 6,525 千円

○ まゆみ保育園新設事業補助 168,549 千円

○ はな保育園増築工事補助 34,683 千円

○ 登美ヶ丘駅前ピュア保育園増築工事補助 37,219 千円

○ 中保育園耐震設計（平成２１年度補正予算） 4,210 千円

○ 中保育園エアコン取替（平成２１年度補正予算） 9,000 千円

○ あすか野学童分割 13,251 千円

　保育所、幼稚園、小中学校の耐震化をはじめ、確かな学力育成、保育所受け
入れ児童数拡大など、子育て施策の総合的展開を図り、また、廃棄物処理、地
球温暖化などの環境に配慮した取り組みを強化し、生駒駅前再開発や企業誘致
関連、下水道など都市基盤整備にも重点を置いています。

　平成２２年度に執行するものの、国の補正予算により創設された「地域活性化・きめ
　細かな臨時交付金」等を活用する事業は、平成２１年度補正予算に計上しています。
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【新】３人乗り自転車貸出事業 5,850 千円

（教育の充実）

【新】高山幼稚園増築工事 24,000 千円

○ 幼稚園の耐震化 35,500 千円

○ 小学１年生３０人学級の実施 41,975 千円

○ 小学校の建物耐震化 68,000 千円

○ 鹿ノ台中学校耐震補強工事（平成２１年度補正予算） 214,500 千円

○ 伝え合う力育成事業（情報教育推進を含む） 33,395 千円

（文化、スポーツ・レクリエーションの振興）

○ 郷土資料館開館検討事業 364 千円

○ スポーツ振興基本計画策定事業 2,500 千円

３ 「市民が主役となってつくる、参画と協働のまち」への取組
（行財政改革の推進）

○ 行政改革の推進 3,966 千円

【新】第５次総合計画の進行管理 568 千円

【新】市民満足度調査の実施 7,823 千円

（市民の市政参加の推進）

○ 自治基本条例の施行 2,417 千円

○ 市民自治推進会議の運営

○ 自治基本条例シンポジウムの開催

【新】市民投票条例の策定

【新】市民税１％支援制度の創設

【新】行政出前講座

○ 国民投票対応 6,168 千円

４ 「環境にやさしく、自然と都市機能が調和した、住みやすいまち」への

取組
（環境配慮社会の構築）

【新】粗大ごみ戸別電話リクエスト収集業務 31,444 千円

○ 陶磁器等リユース・リサイクル事業 4,709 千円

○ 陶磁器製食器拠点回収・リユース・リサイクル

【新】 ガラス製食器拠点回収・リユース・リサイクル

○ ガラスびん残渣、その他陶磁器リサイクル

【新】ごみ有料化に関する調査及び審議会運営業務 4,800 千円
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○ 廃食用油燃料化事業 4,300 千円

【新】環境基本計画推進会議補助事業 4,000 千円

【新】環境マネジメントシステム実施事業 945 千円

○ 自然エネルギー活用補助事業 4,900 千円

○ 住宅用太陽光発電システム設置補助

【新】 雨水タンク設置補助

○ 生駒市清掃センター長期包括運営委託業務の検討 6,234 千円

○ 生駒市エコパーク２１長期包括運営委託業務の検討 809 千円

【新】生駒市図書会館省エネ改修事業 39,000 千円

【新】まちをきれいにする推進事業 698 千円

（自然環境保全・緑化推進）

○ 生駒市景観施策の基本方針等の策定業務 3,184 千円

○ 緑の環境づくり支援制度の拡充 9,675 千円

○ 公園遊具の改修 50,000 千円

（都市基盤・交通の整備）

○ 第５回線引き・用途地域等の定時見直し業務 3,652 千円

○ 生駒市都市計画マスタープラン見直し検討業務 4,843 千円

○ 指定道路調査及び指定道路図策定業務 21,000 千円

○ 生駒駅前北口第二地区市街地再開発事業 48,934 千円

○ 道路整備に係る地籍調査 21,408 千円

【新】都市計画道路網の検討業務 5,000 千円

○ 北田原南北線改良事業（企業誘致関連事業） 175,030 千円

○ 生駒テック線・喜里池橋改良事業 34,000 千円

○ 谷田大路線街路整備事業 17,000 千円

○ 松ヶ丘通り線街路整備事業 129,703 千円

○ 鹿畑駅前線街路整備事業（２工区） 8,408 千円

○ 水道施設耐震診断業務 13,000 千円

○ 老朽水道管の更新事業 351,500 千円

○ 山崎浄水場ろ過設備改良事業 562,500 千円

【新】配水池耐震補強事業 12,000 千円

○ 集中浄化槽接続事業 30,556 千円

【新】公共汚水桝調査点検業務 6,508 千円

○ 浄化槽設置費補助事業 34,174 千円

○ 竜田川浄化センター監視制御設備更新 203,900 千円

○ 公共下水道整備事業 850,000 千円

【新】地域公共交通総合連携計画の策定 674 千円
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５ 「地域の資源と知恵を活かし、にぎわいと活力のあるまち」への取組
（産業・観光の振興）

○ 遊休農地活用事業 2,745 千円

【新】地産地消推進事業補助金の支給 2,050 千円

【新】アライグマ被害対策 1,434 千円

【新】戸別所得補償制度（米のモデル事業）の実施 2,097 千円

【新】平城遷都１３００年記念事業の開催 21,351 千円

（企業誘致施策の推進）

○ 企業誘致関連施策の推進 2,704 千円

○ 企業誘致基盤整備 175,030 千円

北田原南北線改良事業（再掲）

○ 公共下水道整備事業（企業誘致関連施策）（再掲） 53,000 千円

（前記（都市基盤・交通の整備）の中の「公共下水道整備事業」の内）

○ 中小企業融資制度 53,542 千円

【新】融資総枠の拡大（年間10億円→15億円）

【新】融資限度額の拡大（企業立地促進補助金該当企業に限り上限3,000万円）

【新】商工活性化提案事業補助金 600 千円
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社会保障関係費の推移

（単位千円）

H20決算 H21予算（現計） H22予算 H20決算 H21予算（現計） H22予算
975,526 1,156,048 1,253,684 298,364 320,797 364,187

3,222,176 3,383,887 4,890,814 1,663,658 1,785,169 1,824,141
1,637,654 1,642,019 1,726,601 737,174 835,288 862,966

622,115 709,079 491,148 432,401 517,412 296,403
798,662 870,309 900,676 788,320 870,233 900,645
714,447 857,363 907,821 621,227 727,875 780,278
516,260 455,520 479,530 457,522 398,437 379,012
420,595 463,059 453,439 367,062 425,203 417,118
470,880 554,877 584,985 467,524 462,539 527,989

9,378,315 10,092,161 11,688,698 5,833,252 6,342,953 6,352,739
― 713,846 1,596,537 ― 509,701 9,786

H22予算の特徴（H21現計予算との対比） （単位千円）
総事業費の増減 一般財源の増減

97,636 43,390
1,459,004 41,208

126,649 63,503
△ 217,931 △ 221,009

50,458 52,403
62,078 88,945

1,577,894 68,440

※1
※2

子ども手当の一般財源の増加分は、児童手当及び子ども手当特例交付金で措置される予定。
H21予算（現計）には、国民健康保険特別会計におけるH20決算の赤字に伴う貸付金214,575千円が計上されている。H21
決算では約600,000千円赤字見込み。（予算未計上）

計
前年度増減額

主な項目

計
・【予防】日本脳炎予防接種の積極的勧奨等による増
・【後期高齢者医療】後期高齢者医療費の自然増
・【国民健康保険】国民健康保険特別会計の赤字額の未計上※2
・【障がい者老人福祉】障がい者福祉費の自然増
・【児童母子福祉】子ども手当の新設による増※1
・【生活保護】生活保護費の自然増

後期高齢者医療
社会福祉総務
保健衛生総務
予防

総事業費 一般財源事業名

生活保護
児童母子福祉
障がい者老人福祉
国民健康保険
介護保険

社会保障関係費の推移

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H20決算 H21予算（現計） H22予算

億円

総事業費 一般財源

93.78

58.33

100.92

63.43

116.89

63.53

＋15.97

＋0.10
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子育て支援関連予算

平成２２年度予算 （単位：千円、％）

項　目 Ｈ22予算 構成比 Ｈ21予算 構成比 Ｈ22新規施策

福祉健康 5,286,665 16.5 3,581,163 11.1 1,705,502 47.6

保育 1,976,654 6.2 1,685,963 5.2 290,691 17.2 まゆみ保育園新設事業補助
いこま保育園他1園大規模改修工事補助
はな保育園他1園増築工事補助

乳幼児医療費助成 207,999 0.6 235,668 0.7 △ 27,669 △ 11.7

児童手当 145,062 0.5 824,487 2.6 △ 679,425 △ 82.4

子ども手当 2,148,656 6.7 0 0.0 2,148,656 皆増 子ども手当支給事業

母子医療費助成 50,659 0.2 43,312 0.1 7,347 17.0

児童扶養手当 247,016 0.8 223,910 0.7 23,106 10.3 児童扶養手当（父子）

母子生活支援 22,517 0.1 10,023 0.0 12,494 124.7

児童館運営 2,727 0.0 2,997 0.0 △ 270 △ 9.0

学童保育 182,337 0.6 262,154 0.8 △ 79,817 △ 30.4 1クラブ増設（H21は5クラブ増設）
学童分割に伴う、工事、備品購入

母子保健 129,699 0.4 100,502 0.3 29,197 29.1 妊婦一般検診に係る支給単価の増

その他の児童福祉 173,339 0.5 192,147 0.6 △ 18,808 △ 9.8

教育 2,537,392 7.9 2,595,669 8.0 △ 58,277 △ 2.2

小学校費 424,725 1.3 455,119 1.4 △ 30,394 △ 6.7 小学校英語講師の増（１名→２名）

中学校費 278,208 0.9 293,599 0.9 △ 15,391 △ 5.2

幼稚園費 797,856 2.5 779,560 2.4 18,296 2.3

学校給食 766,441 2.4 777,712 2.4 △ 11,271 △ 1.4

その他の教育 270,162 0.8 289,679 0.9 △ 19,517 △ 6.7

計 7,824,057 24.4 6,176,832 19.1 1,647,225 26.7

前年度補正予算に前倒し計上事業

項　目

保育

学童保育

小学校費 真弓小学校体育館、俵口小学校体育館耐震補強設計業務等

中学校費 鹿ﾉ台中学校耐震補強工事等

幼稚園費

学校給食 給食センター樋等改修工事

計

子育て支援総合計 1,903,275 30.5

Ｈ22予算一般会計総額 748,000 2.4

4,000

15,800

12,400

236,500

35,500

3,600

26,400

8,137,256 6,233,981

32,052,000 31,304,000

増　　減Ｈ22予算＋Ｈ21補正予算 Ｈ21予算＋H20補正予算

313,199 57,149

Ｈ21補正予算 Ｈ20補正予算

6,749

8,00017,909

3,490

高山幼稚園耐震診断、園児用バス、施設改修工事等

H21補正予算の内容

増減

中保育園耐震化工事設計委託、各保育所エアコン取替工事等

あすか野学童分割工事に伴う美術室・調学習室の改修工事、
旧あすか野学童改修工事
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社会教育施設使用料減免廃止に伴う使用料補助金

(単位　千円)

4,920 285

4,508 1,179

11,725 2,491

市民ホール 2,492 176

東地区公民館 4,518 1,273

15,670 2,365

5,570 623

49,340 8,392

4,446

2,223平成２２年度予算補助金額（Ａ）×1/2

平成２２年度予算使用料積算額（Ａ）

中央公民館

使　　用　　　施　　　設
平成２０年度減免額

（減免実績団体５３団体）

北コミュニティセンター

コミュニティセンター

合    計

平成２２年度補助金支出団体
（１７団体）の平成２０年度減免額

芸術会館

南コミュニティセンター

図書会館
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マニフェスト関連予算

分類 番号 時期 内容
予算額

（単位：千円）

1 ２５年度 ・病院事業推進委員会の開催等 1,181

2
２２年度
決算時

・専門部会の設置
・医療費分析委託

3,131

3 ２３年度まで
・介護基盤緊急整備等臨時特例補助金（2箇
所）
・施設開設準備経費助成金（2箇所）

63,300

4 ２３年度

5 ２５年度 ・認知症サポーター養成講座の開催 171

6 ２４年度

7 ２５年度

8 ２５年度 ・自主防災会資機材整備補助金 7,475

9 ２２年度

子
育
て
支
援

10 ２３年４月 ・まゆみ保育園新設事業補助 168,549

11 ２２年４月

12 ２４年度
（耐震診断）　生駒台幼稚園、南幼稚園
（補強設計）　生駒幼稚園

35,500

13 ２３年４月 ・学力育成検討委員会委員謝礼等 51

14 ２３年度 ・６小学校に派遣 2,168

15 ２３年度
（耐震補強設計）　生駒東小、鹿ﾉ台小、桜ヶ
丘小、あすか野小

68,000

教
育
・
文
化

特別養護老人ホームを１つ新設

認知症サポーターを1,000人養成

北地区に定員１２０名規模の民間
保育園を開設し、待機児童を解
消する

白庭台に民間幼稚園を開設

全保育園・幼稚園園舎の耐震診
断及び耐震補強設計を完了

小学校２年生を３５人以下学級に

全小中学校に市立図書館の司書
を派遣

全小中学校校舎の耐震化を完了
（耐震化率１００％）

平成２２年度予算

内容

防
災
・
消
費
者
保
護

中央公民館の耐震化

市役所本庁舎の耐震化

自主防災組織の組織率向上

地域ボランティアを養成

高
齢
者
・
障
が
い
者
福
祉

小規模多機能型居宅介護施設を
２箇所開設

医
療

生駒市立病院の開院

国民健康保険特別会計の赤字
解消

マニフェストの内容
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分類 番号 時期 内容
予算額

（単位：千円）

平成２２年度予算

内容

マニフェストの内容

教
育
・
文
化

16 ２５年４月 ・郷土資料館新設検討懇話会の開催 364

17 ２３年４月 ・市長・教育長の報酬を５％削減 △ 1,086

18 ２２年４月
・給料１％削減（管理職２％）
・時間外勤務手当の削減

△ 85,300

19 ２２年３月

20 ２４年度

・清掃センター長期包括運営委託業務の検
討
・エコパーク２１長期包括運営委託業務の検
討

7,043

21
２５年度

予算

H20年度末残高（普通会計・決算）  388億円
H21年度末残高（普通会計・予算）  387億円
H22年度末残高（普通会計・予算）  376億円

22
２４年度
決算時

・行政改革推進委員会の運営 966

23 ２６年４月
・対前年度職員数の減
　　　　　（△26名、811名→785名）
　　　　※数字は一般会計予算ベース

△ 665,369

24 ２２年４月

25 ２２年中 当初予算には未計上

26 ２３年４月 当初予算には未計上

27 ２３年度

H19 モデル地区1ヶ所
H20 モデル地区4ヶ所
H21モデル地区4ヶ所
H22モデル地区４ヶ所

6,650

28 ２５年度

・ガラス製食器リユース・リサイクル事業
・プラスチック製容器包装モデル事業
・ごみ有料化に関する調査及び審議会運営
支援業務等

74,685

地
球
温
暖
化
対
策

市
民
参
加

行
財
政
改
革

市長、副市長、教育長の報酬を１
０％削減

市職員の給与体系や特殊勤務
手当の更なる見直し

市の外郭団体「生駒市ふれあい
振興財団」の解散

公共施設の維持管理費の削減と
サービスの向上

市債残高の縮減

経常収支比率を９５％以下にする

郷土資料館の開設

常設型住民投票条例の制定

市民税１％支援制度の創設

廃プラスチックごみの全市分別収
集

１日１人あたりのごみの排出量を
平成１９年度比で１０％減少させ
る

市職員数を８００名以下にする

行政組織の整理・統合
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分類 番号 時期 内容
予算額

（単位：千円）

平成２２年度予算

内容

マニフェストの内容

29 ２５年度

・ガラス製食器リユース・リサイクル事業
・プラスチック製容器包装モデル事業
・ごみ有料化に関する調査及び審議会運営
支援業務等

74,685
[再掲]

30 ２２年度
・収集委託料
・電話受付システム用備品等

31,594

31 ２２年４月 ・環境マネジメントシステムの導入 945

32 ２４年度
・公共下水道管渠整備事業
・集中浄化槽接続事業

880,556

33 ２２年６月 ・啓発横断幕、看板の設置 698

34 ２２年度 ・景観施策の基本方針等の策定業務 3,184

35 ２２年度 ・調査測量委託 1,000

36 ２２年度 当初予算には未計上

37 ２５年
・施設建築物基本設計
・組合設立　等

48,934

38 ２４年度
・西側の歩道整備
・用地等

129,703

39 ２３年度 ・地域公共交通活性化協議会負担金 674

40 ２５年度 ・遊休農地活用事業（0.96ha契約済み） 2,745

41 ２４年４月

・不動産鑑定
・建物等調査委託
・用地
・建物移転等補償　等

175,030

42 ２５年度まで
・現地調査委託
・パンフレット作成
（1社立地予定　補助金はH23年度に支出）

2,704

43 ２２年秋 ・いこま国際音楽祭の開催 21,351

地
球
温
暖
化
対
策

住
環
境
や
緑
地
の
保
全

農
・
商
・
工
業

、
観
光
の
振
興

遊休農地活用事業の貸付面積を
３ヘクタール以上に拡大する

北田原工業団地と国道１６３号線
を南北に直結する新道の開通

新規に８社の企業誘致

いこま国際音楽祭を開催する

都
市
基
盤
整
備
・
交
通

大学、産業施設、住宅、保全緑
地、公園等からなる学研高山地
区第２工区の見直し案の検討を
継続

生駒駅前北口第二地区の再開
発ビルの竣工

生駒駅から北に延びる松ヶ丘通り
線の拡幅及び歩道整備工事の竣
工

コミュニティバスのルートを二つ以
上新設

下水道普及率を６％向上させる

まちをきれいにする条例（ポイ捨
て禁止条例）の制定

景観条例の制定

「市民の森」制度の創設

ごみの再資源化率を２５％以上に
する

粗大ごみ戸別電話リクエスト収集

市の公共施設に環境マネジメント
システムを導入
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